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平成1６年３月期 中 間 連 結 決 算 短 信 平成１５年１１月１４日

上 場 会 社 名 広栄化学工業株式会社
コ ー ド 番 号 ４３６７ 上場取引所（所属部）
（URL　http://www.koeichem.com/) 大阪証券取引所（市場第２部）
本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府
問 合 せ 先 責任者役職名 経 理 室 長

氏 名 小 寺 章 一 ＴＥＬ （０６） ６９６１－９７７２
中間連結決算取締役会開催日 平成１５年１１月１４日
親 会 社 名 住友化学工業株式会社 親会社における当社の株式保有比率 ５６．４％

（コード番号：４００５）

米国会計基準採用の有無 無

１．1５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 　(注)記載金額は百万円未満切捨
（１）連結経営成績 　　　利益項目での△は損失

売 上 高
対前年中間期

） 営 業 利 益
対前年中間期

） 経 常 利 益
対前年中

）
間期

増 減 率 増 減 率 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年9月中間期 ９，７５４ ( 0.5 ) ２７３ ( － ) ４０２ ( － )

14年9月中間期 ９，７０８ ( △ 2.0 ) △ ３５４ ( － ) △ ４０３ ( － )

１５年３月期 ２０，５５２ △ ４０４ △ ５７８

中間(当期)純利益
対前年中間期

）
１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後

増 減 率 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年9月中間期 ７２ ( － ) ２． ９４ － －

14年9月中間期 △ １５８ ( － ) △ ６． ４５ － －

１５年３月期 △ ９２５ △ ３７． ７７ － －

（注）１．持分法投資損益 持分法は適用しておりません

２．期中平均株式数(連結) 15年9月中 24,496,400間期 株 14年9月中 24,497,567間期 株 15年3月期 24,497,125 株

３．会計処理の方法の変更 有

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たりの株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年9月中間期 ２４，８０１ ９，８９７ ３９．９ ４０４． ０６

14年9月中間期 ２５，２７２ １０，５８７ ４１．９ ４３２． ２０

１５年３月期 ２５，５４５ ９，７８９ ３８．３ ３９９． ６３

（注） 期末発行済株式数(連結) 15年9月中間期 24,496,200 株 14年9月中間期 24,497,100 株 15年3月期 24,496,600 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年9月中間期 ２６９ △ ７５７ ７１９ １，２４５

14年9月中間期 １，２１３ △ ４２６ △ ７５０ ７５２

１５年３月期 １，１０７ △ ５２８ △ ２８０ １，０１５

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ２ 非連結子会社数 ２ 関連会社数 該当事項はありません

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）　 １社

２．1６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 ２０，８００ ４８０ １００

（参考） １株当たり予想当期純利益 　４ 円 ０８ 銭
予想営業利益 ５６０ 百万円

※上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照して下さい。

-1-



広栄化学【連結】 

 -2-  

 

企 業 集 団 の 状 況 
 
  当企業集団（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社、子会社４社で構成され、ファイン製品部 
門、化成品部門の各事業の製造販売ならびに輸出入等の事業を行っている。 
  当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりである。 
 
 
  ファイン製品事業      医農薬関連化学品（医薬品、動物薬、農薬等の中間体や原料）及び機能性

化学品（触媒、溶剤、高分子添加剤、樹脂、ＩＴ関連、写真薬等用）を製

造、販売している。 
 
  化 成 品 事 業    各種合成樹脂原料、塗料原料等になる多価アルコール類やホルムアルデヒ

ド類等を製造、販売している。 

 
 連結子会社広栄パーストープ㈱は多価アルコール製品の販売先である。（広栄パーストープ㈱について

は５ページ参照） 
  連結子会社広和商事㈱は、ファイン製品事業、化成品事業の製品の販売先及びその製造に必要な原料 
等の仕入先の一社である。 
  非連結子会社である広栄テクノサービス㈱は、各事業の製品等の一般・機器化学分析を、広栄ゼネラ

ルサービス㈱は、大阪プラント、千葉プラントの物流、製造の補助作業等を行っている。（大阪広栄サー

ビス㈱と千葉広栄サービス㈱が平成１５年４月１日付で合併し、広栄ゼネラルサービス㈱となった。） 
  なお、当社は、千葉プラントの用地を親会社から賃借しており、広栄テクノサービス㈱には建物の一

部及び分析機器、広栄ゼネラルサービス㈱には建物の一部をそれぞれ賃貸している。                           
 

そ　　　　の　　　　他 そ　　　　の　　　　他

多価アルコール製品の販売

各事業製品の一部の販売、原材料の一部の購入

一般・機器化学分析

物流、製造の補助作業

連 結 子 会 社 広栄パーストープ株式会社

広栄ゼネラル サー ビス 株式 会社

フ ァ イ ン 製 品 部 門

子     会     社

連結子会社及び非連結子会社は次の通りであります。

広栄ゼネラルサービス株式会社

〃

非連結子会社

〃

広 和 商 事 株 式 会 社

広栄テクノサービス株式会社

広栄パーストープ株式会社

子     会     社

広栄テクノサービス株式会社

親会社
住友化学工業株式会社

購          入          先販          売          先

親     会     社

住友化学工業株式会社

親会社
住友化学工業株式会社

子　　会　　社

提 出 会 社 （ 当 社 ）

化 成 品 部 門

子　　会　　社

広 和 商 事 株 式 会 社

製   品

製   品 製   品

原 材 料

原 材 料製   品

工業用地の貸借

建      物

賃      貸

物  流  ・
製  造  の
補 助 作 業

製   品

製   品

製   品

建物の一部・分析機器の
賃貸

一 般・機 器

化 学 分 析

原 材 料
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経 営 方 針 

 
 
１．会社の経営の基本方針 

当社グループは、独創的技術の開発により、医農薬分野をはじめ、情報技術、エネル

ギー、環境関連など幅広い分野において有用な高付加価値、高機能製品の提供を通じ、

社会の発展に貢献するとともに、株主の皆様のために公正な収益活動を営み、併せて地

域社会と融和し、あらゆる取引先等の信頼と期待に応え、また従業員にとりましても働

きがい・生きがいの感じられる企業グループを目指します。 
 
 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
   当社は、株主の皆様の長期的かつ安定的な利益の確保と当社の将来的な事業展開に備
えるための内部留保の充実等を総合的に勘案し、利益配分を決定することとしておりま

す。 
 
 
３．中長期的な会社の経営戦略 

当社グループ各社が、２１世紀にますます発展を続ける会社を目指し、事業環境の変

化に対応し、安定収益を実現する強固な経営基盤を確立することを中長期的な最重要課

題と位置づけます。そのためには、ファインケミカルズ分野の新製品・新用途の開発、

技術革新など研究開発活動を一層強化するとともに、コスト削減はもとより、事業の再

編、業務の改革、組織体制の見直しなど、徹底した合理化・効率化を推進し、企業体質

の強化、競争力の一層の向上に邁進いたします。 
 
 
４．会社の対処すべき課題 

当社の対処すべき課題は、収益構造改革計画強化策を着実に推進し、早急に業績を回

復させることであります。コスト構造の抜本的改善や多価アルコール事業の再構築など

の構造改革は順調に進捗しております。 
今後は収益構造改革をさらに徹底するため、プロセス・設備の改善による製造合理化

を一層推進するとともに、在庫の圧縮や購買、物流、商流のコスト削減を進める一方、

研究資源を医農薬関連化学品および機能性化学品の分野へ効果的に配分し、新製品の開

発・上市のスピードを更に高めるなど、全社を挙げて、抜本的な企業体質改善に取り組

んでまいります。 
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５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社におきましては、公正な企業活動を期すとともに、経営システムの効率性とスピ

ードが重要であると考えており、以下のとおり運営しております。 
（１）取締役会は、原則月 1回開催し、社外取締役を含む全取締役で構成しておりま

す。また、社外監査役を含む全監査役も出席しかつ必要に応じて意見を述べる

等、取締役の職務執行を監督いたしております。 
（２）経営会議は、原則月 2回開催し、取締役会を支える機関として、当社の経営に

かかわる重要事項について審議を行っております。なお、当会議は常勤取締役

で構成し、監査役もオブザーバーとして参加しております。 
  なお、当社は法令遵守、企業倫理の徹底等、企業活動の公正さを高める目的で、コン

プライアンス制度を 10月から導入いたしました。 
  具体的には、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を社内に設置し、コンプラ

イアンス経営の維持・向上・推進を支援しているほか、広栄化学企業行動憲章、広栄化

学企業行動要領を制定しかつスピークアップ制度を導入して、社内および関係先への周

知徹底を行い、コンプライアンスに則った企業活動を強化しております。 
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経営成績及び財政状態 

 
１．経営成績 

(1) 当上半期の概況 
当上半期のわが国経済は、輸出と設備投資は緩やかな底離れをうかがわせたものの、

個人消費や住宅投資が引き続き低調で、雇用情勢も完全失業率が高止まるなど、景気は

依然厳しい状況で推移いたしました。 
当社グループの製品関連分野におきましては、ファイン製品関係では、医農薬中間体

分野で販売競争の激化により価格の低下が続き、化成品関係も関連業界の需要が引き続

き低調でありました。 
このような情勢のもとで、当社グループは、拡販、売価の是正など積極的な営業活動

を展開するとともに、製造設備の統廃合および人員少数化等コスト構造の抜本的改善お

よび新製品の開発・早期上市に全社を挙げて取り組み、収益力の回復に努めてまいりま

した。 
その結果、当上半期の売上高は 97 億 5 千 4 百万円（前年同期比 0.5％増）と若干の増

加にとどまりましたが、売価低落の続く中で、販売数量の増加や人件費等固定費削減の

効果により、経常利益は 4 億 2 百万円（前年同期は 4 億 3 百万円の損失）、中間純利益
は 7 千 2 百万円（前年同期は 1 億 5 千 8 百万円の損失）と利益を計上することができま
した。 
なお、多価アルコール事業の再構築の一環として、スウェーデンに本拠を置くパース

トープグループと多価アルコール等の販売合弁会社「広栄パーストープ株式会社」を設

立し、平成 15 年 7 月から営業を開始いたしました。 
 
また、当社単独では、当上半期の売上高は 89 億 7 百万円、中間純利益は 6千 9 百万円

でした。 
 
事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。 

 
（ファイン製品部門） 
医農薬関連化学品では、医農薬中間体の伸長にもかかわらず、販売価格の下落により

販売は若干の増加にとどまりました。機能性化学品は一部製品の需要停滞により、販売

が減少しましたが、その他ファイン製品は海外需要の増加により販売が伸長いたしまし

た。この結果、この部門の売上高は 64 億 9 千 2 百万円（前年同期比 6.1％増）となり、
営業利益は 3 億 2 百万円（前年同期は 3億 4千 2 百万円の損失）となりました。 
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（化成品部門） 
多価アルコール類は、国内主力需要先の塗料、樹脂業界の需要が低迷いたしましたが、

当社は、広栄パーストープ株式会社の営業開始など販売体制の改革を行い、国内販売は

伸長いたしました。その他化成品は長引く関連業界の不振により低調に推移いたしまし

た。この結果、この部門の売上高は 32 億 6 千 1 百万円（前年同期比 9.1％減）となり、
営業損失は 2 千 8 百万円（前年同期は 1千 1百万円の損失）となりました。 
 
 
(2)通期の見通し 
今後の見通しにつきましては、日本経済は株価の回復などから、緩やかな回復への期

待もみられますが、急激な円高進行に伴う輸出環境の悪化や低調な個人消費などが予想

され、引き続き厳しい経済状況が続くものと思われます。 
このような状況におきまして、当社グループは、一日も早い収益の回復をめざし、引

き続き収益構造改革計画強化策の実現に取り組むとともに、経営全般にわたる更なる合

理化を総力を挙げて推進し、厳しい経営環境を克服してまいりたいと存じます。 
下半期においても内外の競争はますます熾烈になるとともに、為替が円高基調で推移

することやメタノール・原油関連原料等の高止まりにより事業環境の悪化が予想されま

す。この結果、通期の業績見通しは為替レートの前提を 110 円／ドルとして、売上高 208
億円（前期比 1.2％増）、営業利益 5 億 6千万円（前期は 4 億 4百万円の損失）、経常利
益 4 億 8 千万円（前期は 5 億 7 千 8 百万円の損失）、当期純利益 1 億円（前期は 9 億 2
千 5 百万円の損失）と予想しております。 
 
 
２．財政状態 

(1)キャッシュ・フローの状況 
当中間期の営業活動によるキャッシュ･フローは、前年中間期に売上債権の回収早期化

を図りましたが、当中間期では特別退職金の支払いなどがあり、前年中間期に比べて 9
億 4 千 3 百万円減少し、2 億 6 千 9 百万円の収入となりました。また投資活動によるキ
ャッシュ･フローは、前期の設備投資にかかる支払が集中したことにより、前年中間期に

比べて 3 億 3 千万円支出が増加し、7 億 5 千 7 百万円の支出となりました。一方、財務
活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の調達等により、7 億 1 千 9百万円の収入
となりました（前年中間期は 7億 5 千万円の支出）。この結果、現金及び現金同等物は、
前年中間期末に比べて 4 億 9 千 3百万円増加し 12 億 4 千 5 百万円となりました。 
通期の見通しといたしましては、営業キャッシュ・フローは横ばいが予想される一方、

投資キャッシュ･フローでは前期の設備投資にかかる支払が集中することにより支出の

増加が見込まれますが、手元流動性を圧縮し資金効率を高めることにより、借入金は横

ばいとなる見通しであります。 
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(2)キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 
 
 

平成 14 年 
3 月期 

平成 14 年 
9 月中間期 

平成 15 年 
3 月期 

平成 15 年 
9 月中間期 

株主資本比率（％） 41.6 41.9 38.3 39.9

時価ベースの株主資本比率（％） 21.2 16.5 10.5 21.0

債務償還年数（年） － 2.9 6.8 15.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ － 25.8 11.2 5.9

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負

債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについ

ては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成 14 年 3 月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数および

インタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 
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（単位：百万円、未満切捨）

自15年4月 1日 自 14年4月 1日

至 15年9月30日 至 14年9月30日

９，７５４ ９，７０８ ４６

７，８５４ ８，１０９ ２５５

１，６２６ １，９５２ ３２６

２７３ ３５４ ６２７

２６３ ２０６ ５６

１３４ ２５６ １２１

４０２ ４０３ ８０６

１６ ９３ ７７

注 ３３２ 注 １１ ３２０

８６ ３２１ ４０７

６ ５ ０

７ １６９ １７７

０ ０ ０

７２ １５８ ２３０

 注．構造改革費用

（単位：百万円、未満切捨）

自15年4月 1日 自 14年4月 1日

至 15年9月30日 至 14年9月30日

（資本剰余金の部）

１，５５１ １，５５１ －

１，５５１ １，５５１ －

（利益剰余金の部）

５，３０８ ６，２３３ ９２５

中 間 純 利 益 ７２ － ７２

中 間 純 損 失 － １５８ １５８

５，３８０ ６，０７５ ６９５

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

△

△

△

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益 （ △ は 損 失 ）

資 本 剰 余金期首残高

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

増     減
（ ）

金      額 金      額

販売費および一般管理費

営業利益（△は損失）

営 業 外 損 益

税金等調整前中間純利益（△は損失）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経常利益（△は損失）

特 別 利 益

△

）（

△

△

法人税、住民税および事業税

特 別 損 失

増     減

金      額

売 上 高

売 上 原 価

）

金      額

期     別

科     目

）

金      額

（

中間連結損益計算書

当 中 間 期

利益剰余金期末残高

科     目

期     別

前 年 中 間 期

（

当 中 間 期

中間連結剰余金計算書

△

前 年 中 間 期

△

法 人 税 等 調 整 額

△

△

△

金      額

△

△
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（

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

(単位：百万円、未満切捨)

当中間期 前 期 前年中間期 当中間期 前 期 前年中間期

  科     目 15.9.30
）（

15.3.31
）
増 減 14.9.30

）
  科     目 15.9.30

）（
15.3.31

）
増 減 14.9.30

）
現 在 現 在

（
現 在

（
現 在 現 在

（
現 在

( 資 産 の [部 ) 24,801 ] [ 25,545 ] [ △743] [ 25,272 ] ( 負 債 の 部 ) [ 14,868 ] [ 15,742 ] [ △873] [ 14,669 ]

流 動 資 産 ( 13,614 ) ( 14,422 ) ( △807) ( 13,760 ) 流 動 負 債 ( 9,675 ) ( 12,461 ) ( △2,785) ( 10,975 )

現 金 ･ 預 金 945 1,015 △69 752 支払手形・買掛金 3,690 4,201 △510 4,086

受取手形・売掛金 4,787 5,007 △219 4,614 短 期 借 入 金 4,674 6,050 △1,376 5,580

棚 卸 資 産 7,087 7,556 △469 8,030 賞 与 引 当 金 112 134 △21 174

繰 延 税 金 資 産 217 436 △219 169 その他の流動負債 1,197 2,075 △878 1,133

その他の流動資産 590 423 167 207

貸 倒 引 当 金 △14 △16 1 △14 固 定 負 債 ( 5,193 ) ( 3,280 ) ( 1,912) ( 3,694 )

長 期 借 入 金 3,226 1,150 2,076 1,150

固 定 資 産 ( 11,187 ) ( 11,122 ) ( 64) ( 11,512 ) 退 職 給 付 引 当 金 1,626 1,800 △173 2,204

有形固定資産 7,610 7,769 △158 8,157 そ の 他 固 定 負 債 341 330 10 339

建 物 ・ 構 築 物 2,842 2,788 53 2,947

機 械 装 置
お よ び 運 搬 具 4,275 4,268 6 4,411 ( 少 数 株 主 持 [分 ) 35 ] [ 13 ] [ 21] [ 15 ]

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産 284 270 14 296

土 地 100 100 △0 228 ( 資 [本 の 部 ) 9,897 ] [ 9,789 ] [ 108] [ 10,587 ]

建 設 仮 勘 定 107 341 △233 272 資  本  金 ( 2,343 ) ( 2,343 ) ( -) ( 2,343 )

無形固定資産 27 29 △2 77 資本剰余金 ( 1,551 ) ( 1,551 ) ( -) ( 1,551 )

ソ フ ト ウ ェ ア 等 27 29 △2 77 利益剰余金 ( 5,380 ) ( 5,308 ) ( 72) ( 6,075 )

投資その他の資産 3,550 3,324 225 3,277
その他有価証券
評 価 差 額 金 ( 624 ) ( 588 ) ( 36) ( 618 )

投 資 有 価 証 券 1,362 1,316 46 1,395 自 己 株 式 ( △0 ) ( △0 ) ( △0) ( △0 )

長 期 貸 付 金 8 9 △0 13

繰 延 税 金 資 産 1,880 1,695 185 1,498

そ の 他 の投 資等 391 395 △4 474

貸 倒 引 当 金 △93 △92 △0 △103

合   計 24,801 25,545 △743 25,272 合   計 24,801 25,545 △743 25,272
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（

中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円、未満切捨）

期      別
当 中 間 期 前 年 中 間 期

自 15年4月 1日
） （

自 14年4月 1日
）

増     減

科     目
至 15年9月30日 至 14年9月30日

金      額 金      額 金      額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ ．税金等調整前中間純利益（△は損失） ８６ △ ３２１ ４０７

２ ．減価償却費 ４２９ ７３９ △ ３１０

３ ．有形固定資産除売却損益 ０ △ ６８ ６８

４ ．投資有価証券売却益 △ １６ △ ９ △ ７

５ ．引当金の増減額（△は減少） △ １９６ ４６ △ ２４３

６ ．受取利息及び受取配当金 △ ８０ △ ９２ １２

７ ．支払利息 ４６ ４７ △ ０

８ ．売上債権の増減額（△は増加） ２１９ ８１２ △ ５９２

９ ．棚卸資産の増減額（△は増加） ４６９ △ ４１９ ８８９

10 ．仕入債務の増減額（△は減少） △ ５１０ ４５９ △ ９７０

11 ．その他の増減 △ ２０２ △ １０ △ １９２

小    計 ２４４ １，１８３ △ ９３８

12 ．利息及び配当金の受取額 ８０ ９２ △ １２

13 ．利息の支払額 △ ４５ △ ４７ １

14 ．法人税等の支払額 △ １０ △ １５ ５

営業活動によるキャッシュ・フロー ２６９ １，２１３ △ ９４３

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ ．固定資産の取得による支出 △ ９７２ △ ５６９ △ ４０２

２ ．固定資産の売却による収入 １８５ １０７ ７８

３ ．投資有価証券の売却による収入 ３４ ２８ ６

４ ．その他の増減 △ ５ ７ △ １２

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ７５７ △ ４２６ △ ３３０

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ ．短期借入金純増減額（△は減少） △ ２５０ △ ６５０ ４００

２ ．長期借入れによる収入 ２，３５０ － ２，３５０

３ ．長期借入金の返済による支出 △１，４００ △ １００ △１，３００

４ ．自己株式の取得による支出 △ ０ △ ０ ０

５ ．少数株主への配当金の支払額 △ ０ △ ０ －

６ ．少数株主の株式引受による払込額 ２０ － ２０

財務活動によるキャッシュ・フロー ７１９ △ ７５０ １，４７０

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １ △ １ ０

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ２３０ ３４ １９５

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １，０１５ ７１７ ２９７

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 １，２４５ ７５２ ４９３

-10-
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 広栄化学【連結】 

中間連結財務諸表のための基本となる重要な事項 
１．連結範囲および持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数   ２社（広栄パーストープ㈱、広和商事㈱） 
  非連結子会社数  ２社（広栄テクノサービス㈱、広栄ゼネラルサービス㈱） 
    持分法適用会社数 該当事項はありません。 
 
２．連結範囲および持分法の適用の異動状況 
  連結（新規）   １社（広栄パーストープ㈱） 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
  広栄パーストープ㈱は６月末日を中間決算日としております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法： 
   その他の有価証券  
    時価があるもの       ：中間期末日の市場価格等に基づく時価基準によっております。また 

 売却原価は移動平均法により算定しております。 
（評価差額は全部資本直入法により処理） 

       時価がないもの      ：原価基準（移動平均法） 
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法： 
   商品および原材料      ：低価基準（移動平均法） 
   上記以外の棚卸資産     ：原価基準（移動平均法） 
（３）有形固定資産の減価償却の方法：定額法（一部の連結子会社は定率法） 
   （会計処理方法の変更） 

従来、当社の有形固定資産の減価償却の方法については、定率法によっておりましたが、収益構造改 
革計画強化策（平成１４年秋策定）にもとづき、平成１５年３月末に設備の統廃合を実施した結果、 
統廃合後の設備については今後の低成長の経済環境下において、長期使用が可能で、かつ安定的な稼 
動を維持し収益に寄与していくことが予想されることから、当中間期より、投下資本の平均的な回収 
を図るとともに費用収益を適切に対応させるために定額法に変更することとしました。 

   この変更により従来の方法によった場合に比べ減価償却費は２３０百万円減少し、営業利益、経常利 
益および税金等調整前中間純利益は１４１百万円増加しております。 

（４）引当金の計上基準 
   ア 貸倒引当金  
      一般債権については合理的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の債権については 

個別に債権の回収可能性を検討して計上しております。 
      イ 賞与引当金 
            従業員に対して支給する賞与に充てるため、当中間期に負担すべき支給見込額を計上しており 

ます。 
      ウ  退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ 

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

            また、役員退職慰労金の支払に充てるため、内規による当中間期末退職慰労金要支給額の100％ 

を繰入計上しております。 

（５）リース取引の処理の方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（６）消費税等の処理の方法 

     税抜方式によっております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）は、手許現金、随時引き出 

し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得 

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 
注 記 事 項 

                  （当中間期）   （前  期）  （増減）     (前年中間期) 

１．有形固定資産の減価償却累計額  24,389百万円    24,005百万円   384百万円    27,846百万円 

２．担保に供している資産             31百万円        16百万円    15百万円       49百万円 
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１

２

３

セグメント情報

．事業の種類別セグメント情報
当中間期 （自 15年4月1日  至 15年9月30日）

（単位：百万円、未満切捨）
ファイン製品

化成品部門 計
消    去

連 結
部       門 又は全社

Ⅰ．売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高
1 ．外部顧客に対する売上高 6,492 3,261 9,754 － 9,754
2 ．セグメント間の内部売上高

－ － － － －
又 は 振 替 高

計 6,492 3,261 9,754 － 9,754
営 業 費 用 6,190 3,289 9,480 － 9,480
営 業 利 益 (△は損失） 302 △ 28 273 － 273

前年中間期 （自 14年4月1日  至 14年9月30日）
（単位：百万円、未満切捨）

ファイン製品
化成品部門 計

消    去
連 結

部       門 又は全社

Ⅰ．売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高
1 ．外部顧客に対する売上高 6,121 3,586 9,708 － 9,708
2 ．セグメント間の内部売上高

－ － － － －
又 は 振 替 高

計 6,121 3,586 9,708 － 9,708
営 業 費 用 6,464 3,597 10,062 － 10,062
営 業 利 益 (△は損失） △ 342 △ 11 △ 354 － △ 354

(注）1．事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性等によっております。

2．各事業区分に属する製品の名称
(ファイン製品部門) 医農薬関連化学品、機能性化学品、その他
( 化 成 品 部 門 ) 多価アルコール類、その他

3．営業費用は、すべて各セグメントに配賦しております。

4．当社は当中間期から、有形固定資産の減価償却の方法を定率法から定額法に変更することとしました
が、この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、ファイン製品部門の営業利益は 113百
万円、化成品部門の営業利益は 27百万円増加しております。

．所在地別セグメント情報
当中間期および前年中間期については、当社は本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結

子会社がないため該当事項はありません。

．海  外  売  上  高

当中間期 （自 15年4月1日  至 15年9月30日）
（単位：百万円、未満切捨）

ア ジ ア ヨーロッパ 北 米 そ の 他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 1,288 1,778 717 36 3,821

Ⅱ 連 結 売 上 高 9,754

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る

13.2 18.2 7.4 0.4 39.2
海外売上高の割合 (%)

前年中間期 （自 14年4月1日  至 14年9月30日）
（単位：百万円、未満切捨）

ア ジ ア ヨーロッパ 北 米 そ の 他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 1,537 1,842 434 60 3,874

Ⅱ 連 結 売 上 高 9,708

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る

15.8 19.0 4.5 0.6 39.9
海外売上高の割合 (%)
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リ ー ス 取 引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(工具・器具・備品等） （単位：百万円、未満切捨）
当中間期 前期 増減 前年中間期

取 得 価 額 相 当 額 112 190 △ 78 179

減価償却累計額相当額 60 140 △ 79 126

中 間 期末残高相当額 51 50 1 52

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に

　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

（単位：百万円、未満切捨）
当中間期 前期 増減 前年中間期

１ 年 以 内 19 19 △ 0 21

１ 年 超 32 31 1 30

合 計 51 50 1 52

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の

　　　中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：百万円、未満切捨）
当中間期 前年中間期 増減

支 払 リ ー ス 料 10 17 △ 6

減 価 償 却 費 相 当 額 10 17 △ 6

(4)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。
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広栄化学【連結】

額 額

有 価 証 券

１．その他の有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円、未満切捨）

区　　　　分

当　　中　　間　　期　　末 前　　　　　期　　　　　末 前　年　中　間　期　末

(１５年９月３０日現在) (１５年３月３１日現在) (１４年９月３０日現在)

中 間 連 結 連 結 中 間 連 結

取得原価 貸借対照表 差　　　 取得原価 貸借対照表 差　　　 取得原価 貸借対照表 差　　　額
計 上 額 計 上 額 計 上 額

株 式 ２４２ １,２９７ １,０５５ ２５９ １,２５１ ９９１ ２５８ １，３２７ １，０６９

２．時価評価されていない主な有価証券 　 　

（単位：百万円、未満切捨）

区　　　　分
当　　中　　間　　期　　末 前　　　　　期　　　　　末 前　年　中　間　期　末

(１５年９月３０日現在) (１５年３月３１日現在) (１４年９月３０日現在)

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

(１)満期保有目的の債券

地 方 債 ２３ ２３ ２５

(２)子会社株式

子会社株式 ３０ ３０ ３０

(３)その他有価証券

非上場株式 (注) １２ １２ １２

（注）店頭売買株式を除く。
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広栄化学【連結】

生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

（単位：百万円、未満切捨）

当 中 間 期 前 年 中 間 期

自 15年4月 1日
）

自 14年4月 1日
）

増     減

至
（

15年9 0日 至月3
（

14年9月30日

事業の種類別セグメントの名称 金      額 金      額 金      額

フ ァ イ ン 製 品 ５，８５１ ５，８６５ △ １３

化 成 品 １，７４１ ２，７２６ △ ９８４

合     計 ７，５９３ ８，５９２ △ ９９８

（注） １．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注状況

当社は過去の販売実績と将来の予想に基づいて見込生産を行っております。

３．販売実績

（単位：百万円、未満切捨）

当 中 間 期 前 年 中 間 期

自 15年4月 1日
）

自 14年4月 1日
）

増     減

至
（

15年9 0日 至
（

月3 14年9月30日

事業の種類別セグメントの名称 金      額 金      額 金      額

フ ァ イ ン 製 品 ６，４９２ ６，１２１ ３７１

化 成 品 ３，２６１ ３，５８６ △ ３２５

合     計 ９，７５４ ９，７０８ ４６

（注） １．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

（単位：百万円、未満切捨）

相   手   先

当 中 間 期 前 年 中 間 期

自 15年4月 1日
）

自 14年4月 1日
）

増     減

至
（

15年9 0日 至
（

月3 14年9月30日

金    額 割  合 金    額 割  合 金    額 割  合

住 友 商 事 (株) ２，００１ 20.5% ２，０１６ 20.8% △　　１５ △ 0.3%

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

-15-


	Sheet1
	貸借対照表
	Sheet2

	ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ（連結）
	0309期

	セグメント情報
	Sheet1

	リース取引
	Sheet2

	有価証券（連結）ｐ
	Sheet2

	生産の状況
	Sheet1

	貸借対照表
	Sheet2




